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中国第１１次５カ年計画 

目標と考え方の変化 

 

胡鞍鋼 清華大学公共管理学院教授 

 
２００６年１１月２１日 

 

温家宝首相のもとには、３７人の専門家による委員会があり、故

教授もその１人。教授を含め半数近くは米国留学経験者で、日本留

学組は１人もいないという。 

改革開放以来、急激な経済発展を実現した中国は、成長一辺倒か

ら調和を求めつつも、さらなる現代化、経済拡張を目指す。 

規模が巨大なだけに、ひずみがもたらすマイナスも想像以上に甚

大なものになる可能性もある。が、教授も中国政府も基本的には楽

観論者のようにみえる。 
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藤村幸義（司会・企画委員） 清華大学教授

の胡鞍鋼さんに来ていただきました。中国の

経済、政治、社会これらを総合的にとらえて

分析する学問分野を「国情研究」と呼んでい

ますが、胡さんはその「国情研究」の第一人

者です。人口問題、農村と都市の格差問題、

あるいは環境問題などについて、大胆に政策

提言を行っており、政府の計画立案にも深く

関わっているという方です。先ほどちょっと

お話をうかがったところでは、温家宝首相が、

ブレーンを３７人集めて、研究会を立ち上げ

ているところだそうですが、そのお一人でも

あります。 

 胡さんの経歴を紹介します。１９５３年、中

国東北部の遼寧省・鞍山の生まれです。鞍山

は鉄鋼の町で胡鞍鋼さんの名前もそれにちな

んでいるということです。文化大革命で１６

歳の時に中国東北部の黒竜江に下放され、そ

こで７年ほど過ごしています。その時の体験

が、その後の農村の研究などにも生きている

のではないかと思います。１９７８年、改革開

放の始まり、大学が再開される年ですが、胡

さんは唐山工学院に入学する。その後、中国

科学院に移られて博士号をとられている。ま

たアメリカのエール大学にも留学しています。 

 現在は、清華大学の公共管理学院の教授、

中国科学院と清華大学が共同で経営している

国情研究センターの責任者もつとめている。

日本には、関志雄さんというエキスパートが

いますが、彼によると胡鞍鋼さんは弱者の利

益を代表し、また強い政府を主張するという、

どちらかというと左よりの傾向も見られるが、

その一方でグローバル化を支持し、国有企業

による独占体制にも反対して、むしろ新自由

主義の立場に近いということです。 

 それでは１時間程度お話をしていただき、

その後３０分くらい質疑応答を行いたいと思

います。 

 

 

 

 

胡鞍鋼 中国の第１１次５カ年計画について

お話しする機会を得たことを非常にうれしく

思っております。 

 私はこの２年間、第１１次５カ年計画に制

定の関与してきましたし、その研究にも携わ

っております。最近、１冊新しい本を出した

ばかりです。『中国：再び新しいステップに上

る』というタイトルです。 

７８年から続く｢第２次黄金発展期｣ 

 私は、毛沢東の政策論を「大躍進論」と名づ

けています。その後、鄧小平はいわゆるステ

ップアップしていく、階段を上っていくとい

う「段階論」と呼んでいます。鄧小平は、数年

に１段ずつステップアップしていくという考

えでした。１９９２年に鄧小平が中国の南方を

巡視したときに提起したお話です。 

 ９２年に、鄧小平がこの論点を提起したと

き、自分としても深い理解をできていません

でした。しかし、ここ数年間の研究により、

確かに中国は５年ごとに１ステップ上がって

きているという実感です。 

 本日は時間の関係上、中国の過去５年間に

ついて、第三者による独立した立場で評価し、

学術的に、学者として未来５年をどうみるか、

ということを概略的にお話ししたい。 

 まず全体的な評価ですけれども、１９７８年

から始まった「改革開放」を中国ではいま“第

２次黄金発展期”というふうにいっています。

この時代はすでに大体２８年経過してます。 

 １９４５年から１９５７年までの間を第１次

黄金発展期といっています。当時、中国の平

均的な成長率は９．２％でした。第１次黄金発

展期の成功が毛沢東の後の失敗の母になって

しまった、というふうにいえるのではないか

と思います。大躍進と文化大革命の２つが政

策的な問題になった。しかし、毛沢東の晩年

のこの失策、失敗が、後ほどの鄧小平氏の成

功のもとになった、というふうにいえるかも

しれません。 



3 

第１０次５カ年計画でレベルアップ 

 １９７８年から２００５年までの間、中国の経

済成長率は平均９．６％に達しています。です

から、このふたつの黄金期ではほぼ９％の成

長率が実現されています。 

 こうした発展の黄金期として２１世紀に入

ったわけですから、過去５年間も非常にいい

成果を得ている。この間、中国は平均９．５％

の成長を実現しております。ですから、経済

の全体の総量はひとつステップアップしてき

たといえます。 

 １９９０年の中国のＧＤＰは世界的で第１１

位でした。２０００年は第６位に、昨年は第４

位になっています。購買力平価でＧＤＰをみ

ますと、９０年は第３位、２０００年には第２

位になっています。２００５年も同じく２位、

アメリカに次ぐ順位です。輸出入の貿易額で

みた場合、１９９０年、中国は世界で第１６位

でした。２０００年は第８位になり、２００５年

には日本を追い抜き第３位になっています。 

 以上は経済全体の総体的な状況からみた場

合のひとつの評価ですけれども、次に発展と

いう視点でみた場合、我々は一般的にＨＤＩ

（人類発展指標）というモノサシを用いてい

ます。２０００年の時点では、世界１７３カ国

の中で中国は第９６位でした。それが２００５

年は１７７カ国中第８５位になっています。 

 ＨＤＩで評価した場合、中国の２億８,０００

万の人が、いわゆるハイレベルの方に入ると

思います。全体の７０％の人は、世界的にみ

た場合、中ないし上位のレベルに入ります。

このＨＤＩを用いた方がより正確に国民の平

均的な生活レベル、あるいは実質レベルが分

かります。私はＨＤＩを用いていろんな評価を

しております。 

 このＨＤＩでみた場合、中国は２００３年の

時点で０．７５５です。これが２０１０年に０．８、

２０２０年には０．８８になることを我々は期

待しています。日本は非常に高く、０．９以上

あるのではないかと聞いています。 

 中国で言う「小康社会」とは何か、それをど

う実現するかを研究するうえで、我々はひと

つの考え方としてＨＤＩを指標として用いて

います。我々としましては、２０２０年の時点

でＨＤＩが０．８８に達すれば、一応、中国が小

康社会に達したといえると考えています。 

 第１０次５カ年計画（２０００年～２００５年）

を全体的にみて、中国は非常によくやったと

我々は評価しています。経済総量、ＨＤＩの

指標、あるいは輸出入、あるいは国の総力と

いうレベルからみた場合、中国は確かにひと

つのレベルアップをしたとみています。 

さまざまな面でバランスが崩れている 

 しかし同時に、バランスをとれずに発展し

たという問題があります。主な問題は、第１

に都市と農村部の格差が拡大しているという

ことです。第２に地域間格差の拡大。第３に

人間と自然の間の格差が拡大しているという

こと。つまり、資源の欠乏とか、エネルギー

の大量消費、生態環境の破壊という問題がク

ローズアップされています。 

 もうひとつ同時にあらわれた問題として、

国際間の貿易バランスが崩れたということ。

アメリカや日本との間、そしてＥＵとの間で

も貿易の不均衡が発生しています。国内で人

間と自然の間のバランスの崩れていることが、

国際的な人間と自然の関係のバランスが崩れ

る状態に、次第に転化していっております。 

 中国は大きな投資対象であり、貿易大国で

もあります。この状況で中国経済が大きく変

化した場合は世界に大きな影響を与えます。

たとえ小さな起伏であっても、やはりこの周

辺の地域、あるいは世界に影響を与えます。 

 率直にいって、中国がこれだけ速く、また

これだけバランスがとれずに発展することは、

予想をはるかに超えていた。５年前あるいは

１０年前、中国に対して行われた予測を現時

点で振り返ってみると、ほとんど正しいもの

はなかったといえます。 
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 なぜこれだけ速く発展してしまったのだろ

うか。そしてなぜこういったアンバランスな

状態が出てきてしまったのだろうか。なぜ発

展すればするほどいろいろと問題や矛盾が出

てくるのかを、我々自身でも確認しています。 

 ９２年、鄧小平は南方視察のときに「発展

こそ極めて重要な道理だ（発展是硬道理）」と

述べましたが、現在、我々は、さらにそれに

こんなことをつけ加えています。発展は同時

に「いろいろとマイナスの面、難しい状況を

つくり出す」ということも。 

 以上がこれまでの第１０次５カ年計画の概

容です。 

新しい戦略「互恵共栄」 

 以下、今後５年間、第１１次５カ年計画制

定の背景や目標、具体的なこと、どういう考

えに基づいてこれが制定されたかについてお

話しします。 

 まず我々の発展観が根本的に大きく変化し

た。２００３年、ＳＡＲＳが発生しました。ここ

から我々は教訓を得ました。これまでのＧＤ

Ｐをもとにした発展を考えるだけではだめで、

いわゆる人間本位の発展を考えるべきだ、と

いうふうに我々の発展観が変わりました。 

 これが第１の教訓でしたが、最近は、第２

の教訓もあります。ここ数年間、社会的な問

題、いろんな事件、いろんな衝突が発生して

いますが、こういった問題から、明らかに「調

和のとれた社会にすべきだ」ということをひ

とつの教訓として得ています。発展こそがす

べてでありますけれども、調和のとれた社会、

そして公平な社会ということも重要だという

ことを意味しています。 

 第３の教訓もあります。中国がＷＴＯに加

盟したことが、価格、貿易、生産など経済面

で世界に影響を及ぼし、中国自身も影響を受

けています。現段階の中国のトップリーダー

たちはここからもひとつの教訓を得ています。

すなわち「互恵共栄」です。平和的に発展して

互いにウィン－ウィンの関係にしなくてはい

けないということを認識しています。 

 いまの中国のリーダー集団がとっている互

恵共栄、つまりウィン－ウィンということで

すけれども、私は、これは中国の新しいひと

つの開放戦略だととらえています。いままで

のように自分だけがひとり勝ちするとか、ひ

とりだけですべてを得るとかいうものではな

く、ウィン－ウィンの関係でなくてはいけな

い。これは中国の新しい戦略のひとつととら

えることができます。これまでの５カ年計画

は、中国の国内を中心として考えていました。

いかに中国が利益を得るか、発展していくか

を中心に考えてきていました。 

 しかし、今回の第１１次５カ年計画では、

策定の研究の過程の中で、いかに中国が周辺

国とともに発展していくかに留意し、中国が

発展すると同時に周辺国もその利益を得ると

いうことを視点に入れております。 

 ここでひとつ、最近、我々が行っている研

究を紹介します。中国と関係している２４の

周辺地域の経済体があります。１９９５年時点

では、２４の経済地域のうち１２だけにとって

中国が第１位、あるいは第２位、あるいは第

３位の貿易相手でした。２００１年には、中国

は１５カ国あるいは地域にとっての第１位か

ら第３位の貿易の相手になりました。２００５

年では、２１カ国あるいは地域にとって、中

国が第１位から第３位までの貿易相手になっ

ています。そのうち日本、韓国を含む１０カ

国・地域にとっては、中国が最大の貿易相手

になっている。 

 相手国にとって、中国が第２位の貿易国に

なっている国は６つ、第３位の貿易相手国に

なっているのは５カ国・地域です。 

 我々は、中国が発展すると同時に周辺国も

利益を得て発展すると考えております。中国

を取り囲んでいる２４のうちの２１カ国ある

いは地域が、中国の発展と同時に受益してい

ると考えています。 
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 ２０１０年になった時点で、この２４の国・

地域にとって我々が彼らの第１位から第３位

の貿易相手国となることを期待しています。

現在、すでに１０カ国・地域にとって、中国

が第１位の貿易相手になっています。これが

２０１０年には１５個にふえることを期待して

います。 

 我々はすでに中国政府に対して、一方的に

自由貿易を行い、中国市場を開放するように

提案しております。 

市場経済が国をけん引する 

 次に、第１１次５カ年計画における主な目

標、あるいは指標についてはどうかというこ

とを申しあげます。４つの目標があります。

第１が経済の成長です。第２が経済の構造の

変動、あるいは調整、変化です。第３は人口、

そして資源・環境の関係をうまく処理すると

いうことです。第４が国民の生活で、公共サ

ービスをいかに提供していくかです。 

 この目標の設定については、２つに大きく

分類しております。１つが、いわゆる期待、

予測目標で、主に市場の受給によって策定さ

れます。国家目標は２２ありますが、そのう

ち予測目標は１４個、全体の３６．６％です。

もうひとつの分類の目標設定は、政府の約束、

いわゆるコミットメントです。政府のコミッ

トメントは、国が設定している２２の目標の

中のうち８つです。全体の３６．４％を占めて

います。 

 コミットメントした目標としては、例えば

ＧＤＰ単位あたりのエネルギー消費量の２０％

ダウンがそうです。主な汚染物の排出量を 

１０％削減するというのも約束した目標です。

養老保障の対象者や農村の医療保険対象者の

拡大も政府が実現すべき目標となっておりま

す。 

 経済成長率は予想目標です。今回の１１次

５カ年計画では、経済、成長率といった目標

を全体的に減らして、簡略化しています。資

源、環境、あるいは公共サービスといった目

標を具体的にふやしています。 

 経済における具体的な目標は、第１０次５

カ年計画では、全体の４２．３％でした。第  

１１次５カ年計画においては、これが２７．

３％に減っています。１０年から１５年前です

と、ひとつの５カ年計画における経済の指標

というものは７０～８０％を占めていました。

現在、それが２７．３％まで減っているという

ことからみても、全体の計画における政府の

役割変化がはっきり分かると思います。 

 ２２の国家の主な目標（主目標）以外に２２

の補助的な国家目標（次目標）があります。

これは２２の主目標をサポートというか、補

助するためのものであります。２２個のサブ

の５カ年計画の目標のうち、経済に関するも

のはわずかふたつです。それ以外はすべて公

共サービスの目標になっています。 

 今回の第１１次５カ年計画で強調している

ことは、すべての目標を定量化することです。

これまで中国では目標が定量化されてないた

めに、第３者による評価のしようがなかった。

定量化することによって３年後に中間評価、

そして５年後に全体的な評価を行うというこ

とが可能になります。 

 第１１次５カ年の目標設定の中には、機能

的な設定の目標があります。第１に市場経済

がリーダー的けん牽引役の機能になるという

ことを明記しています。ですから、今回は５

カ年｢計画｣から５カ年｢規画｣に名前が変わっ

ています。５年規画によって市場が主体にな

って、国が期待する、希望する目標に向かっ

ていく。市場主導で、国が実現したい方向に

持っていくということが中心になっています。 

 第２に、計画の中では監督機能が強調され

ています。監督機能によって中央政府が地方

の政府を監督する、観察するということが実

現できます。同じように、一部の部分的な、

具体的な部門に対して中央政府は監督を強化

することが出来ます。例えば、水利部門につ

いては、これまではダム建設が５カ年計画の
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主な目標でしたけれども、今回は、向こう５

年間において１億人の安全な飲用水を確保す

ること、そしてそれを必ず実現するように規

定しています。すなわち、このことを中央政

府が実際に監督するということが明確に規定

されています。 

 第３に強調されている機能は、いわゆる偏

りを訂正し、正すという機能です。具体的な

目標が設定されていますので、もしこの目標

からそれた場合は、中央政府が適時に警告を

出し、これに関する情報を公開して直すとい

う機能です。第４の機能は調整機能。５カ年

計画が実施されてから、１年ないし３年後に、

一部の指標が現実的でなくなったり、あるい

は問題が発見された場合、適度な範囲内でこ

れを調整する機能です。 

計画は今後５年間の｢道しるべ｣ 

 ですから私は、今回の第１１次５カ年計画

で策定の目標は、１３億人の生活に関する企

画だととらえており、経済が成長するための

５カ年計画ではない、というふうにとらえて

います。今回の１１次５カ年計画の中に初め

て政府の公共サービス、あるいは社会の管理

に関する１１項目が含まれました。今回、初

めて政府公共予算のなかで優先すべき分野を

１７定めました。 

 この計画が我々に与える最大のメッセージ

は、今後５年間、中国が発展すべき道しるべ

になるということです。すなわち、過去５年

間で、我々はひとつのステップアップができ

た。この次はさらにもう一段階上にステップ

アップするということを意味しています。 

 ２０年前、鄧小平氏は現代化を実現するた

めの３つのステップ論を提起しております。

すなわち、１９９０年が第１ステップ、そして

２０００年が第２ステップ、そして２０５０年が

第３ステップといっていました。実際には１

９８７年に、３年早く第１段階の目標を実現し

ております。そして９５年に、５年前倒しで、

第２ステップを実現しました。 

 現在、我々は２１世紀の前半５０年の３つ

のステップという構想を提起しています。第

１１次５カ年計画で、この５０年のうちの２０

１０年までを第１ステップと決めています。

そして、来年予定されている中国共産党の第

１７回共産党大会において、５０年間の２０２０

年までの第２ステップ、第２段階をどうする

かを決めることになります。我々はこれを“２

つの社会”と呼んでいます。ひとつは小康社

会を全面的に建設する、もうひとつは調和の

とれた社会、というふうに呼んでいます。 

 我々は、率先して実現すべき現代化の目標

を３つ掲げています。第１は教育の現代化。

第２が科学技術の現代化。第３が情報革命。

ＩＴ、情報技術の現代化です。同時に２０５０

年における中国の現代化、あるいは近代化と

いうことをどういうふうにすべきかを、いま

から先駆けて考えていく必要があります。 

 総体的に申しあげて、２１世紀に入ってか

ら４つの時代に入ったと考えています。①全

面建設の時代、②全面改革の時代、③全面的

な革新（イノベーション）の時代、④全面的

開放の時代です。 

 私は、来年の中国共産党の第１７回大会に

おいて、中国の新しい全体の設計図がつくり

出されるだろうと考えています。１３回共産

党大会で、中国の過去２０年間の設計図を描

き出したと同様に。 

 ２０年前、鄧小平が３段階論を提起した当

時、彼は、自分たちは第２ステップあるいは

第３ステップの実現をみることはできないだ

ろう、というふうにいっていました。同時に、

我々がみることができなくても、我々の子孫、

次の世代は我々よりさらに明確に中国がいか

に進歩していくべきか、そしてどういうふう

に発展していくべきかを知っているだろう、

と彼はいっております。ですから我々も、未

来においては、次の世代がいかに中国が発展

すべきか、そして創造、革新(イノベーション)

を通してこれをつくっていくかということを

知っている、ということを確信しています。 
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 １９４９年から１９５７年までの、中国の最初

の黄金発展期は短いものでした。８年でした。

１９７８年から今日に至るまでの第２回の黄

金発展期は、第１回の８年からすでに２８年

に延びています。我々は第２回の黄金発展期

が２８年のみならずさらに長く、例えば５０年

というふうにも期待しています。 

 なぜかといいますと、我々の子孫、後の人

たちの方が我々よりも聡明で、賢いからです。

私は清華大学で学生に授業を行っていますが、

異なる学科から来た学生が２４０人おります。

私は彼らに「希望はあなたたちに託している

よ」ということをいっています。 

（拍手） 

＜質疑応答＞ 

加藤青延（ＮＨＫ） ふたつ質問します。 

 第１点は農業の問題、農村の人口が非常に

多い割には農村の発展というのが非常に遅れ

ている。農村をこれからどのように発展させ

ていこうとしているのか。第２点は、これか

ら老齢化が進み高齢者の占める割合がふえる。

一人っ子政策なので当然ふえると思います。

どのような対策を考えているのでしょうか。 

農業人口を半分に 

胡教授 中国がＷＴＯに加盟したことによっ

て最も大きく影響を受けたのは農業です。５

年前、我々も確かに農業について非常に心配

をしておりました。５年前の農業の成長率は

３．５％でありましたけど、最近のこの数字を

みますと、３．９％になっております。 

 ３．９％という農業の成長率、その数字その

ものからみた場合、世界的にみてもそんなに

悪い数字ではありません。むしろいい方だと

思います。しかし、いい成長率を実現してい

るにもかかわらず、なぜ農業が問題なのか。

工業の発展と比較するとアンバランスだから

です。中国の工業の成長率が大体１０．８％を

示しているためです。 

 第２の問題は農業の構造的な問題です。農

業人口があまりにも多い。アメリカのほぼ１

００倍です。アメリカの農業人口は約３００万

人ですが、中国は現在３．４億人です。 

 我々は過去５年間、中国の農業労働人口が

２，０００万人減ったことには注目しています。

これは、裏返していえば農業の生産率が上が

ったといえる。問題は、今後２０年間で、現

在３．４億の農業人口を半分に減らすことが

できるかどうかです。１．７億まで減らすこと

ができるかにかかっている。ですから、我々

は、農民を減らすことによって初めて農民を

豊かにすることができる、といっています。

たとえ２０年後、１．７億人まで農業人口を減

らすことができても、それでもやはり多過ぎ

ると考えています。 

 次に高齢化と少子化の問題。中国でも日本

と同じようにこの２つの問題が出ています。

０歳～１４歳の人口は、８２年時点では全人口

の３３．６％でした。これが２００５年では２０．

３％まで減少しています。この期間で１３％

以上減ったことになります。逆に６５歳以上

の高齢者の比率は８２年の４．９％から、２０

０５年には７．７％までふえています。 

 我々が注目しているのは、１９９８年から減

少してきた中国全土における学齢児童数が、

絶対数ですでに３，０００万人減っているとい

う事実です。労働人口の絶対数が減るという

ことは間違いない。中国は先進国型の“日本

病”にならないよう立ち向かわなくてはなら

ない。 

 アメリカの学者がよく我々にいうのが、「あ

なたたちは、日本病にかかってはならない。

万一日本病にかかってしまうと、いまの１０％

の成長率は実現できなくなって、下手をする

とゼロ成長になる可能性がある」ということ

です。いかに老齢化、高齢化の問題に対応す

るかということについては、中国は経験が不

足しています。むしろ、この点については日

本に多く学ぶべきことがあると思います。こ

のことは、次の中国の首相、あるいは次の次
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の首相、数代の首相の長期的にわたる仕事に

なると思います。 

 ですから私個人としましては、すでに中国

政府に対していくつかの建設的な提案を行っ

ています。例として、定年退職の年齢を引き

上げること。男性は現在の６０歳から６３歳な

いしは６５歳まで延ばす。女性は現在の５５歳

から６３歳ぐらいまでに延ばしてはどうか、と。 

 第２は農民のいわゆる都市化、都市移住奨

励。農村・農業人口を都市人口にすることに

よって、社会保障の全体的な収入をふやすこ

とができます。また、長期的には強制的に個

人的な年金の口座をつくってしまおうという

提案です。 

 もちろん、より重要なことは、人間の資本

に対する投資です。青年あるいは中年の人た

ちに対して投資を行っていくということがよ

り重要です。最後は、現在の子供の出生に関

する政策（一人っ子政策）を適度に調整する

ことです。 

藤村 労働力の絶対数が減るという話があり

ましたけれども、これは割と早くやってくる

んですか。何年ごろの見通しなんでしょうか。 

胡教授 １５歳～６４歳までの方たちを対象

にするのであれば、大体２０２０年ごろにはも

う減少していくというふうに考えております。

ただし２４歳～４０歳はもっと早く減少する

とみています。 

 中国の人力全体の資本がふえるということ

については、年齢層全体がふえるというので

はなく、教育を受けた労働者の人口がふえて

くるということに関係している。１９９０年に

は、中国全土で高等教育を受ける学生数は２

００万人。これが２００５年には１，５００万～

１，６００万人になっている。社会人になって

から高等教育を受けた人たちを含めればさら

にふえているということになります。これは

日本のちょうど８０年代末から９０年代にお

ける労働人口、人力資源の変化の構造に似て

いると思います。 

浜本良一（読売） ふたつお聞きします。ひ

とつは、２０５０年までの諸計画について提言

しているということですけれども、その中で

政治改革の提言としてはどのようなものがあ

るのでしょうか。 

 もうひとつ、胡錦濤総書記も中国的特色の

ある社会主義民主をやるということをおっし

ゃっています。胡先生ご自身の考えとしては、

共産党の一党独裁の中で民主主義は達成でき

るとお考えですか。それとも複数の政党にな

らないと民主主義は達成できないというふう

にお考えになりますか。その辺についてはど

のような個人的なお考えを持っていらっしゃ

るか、お聞かせください。 

いまの中国は「一党独裁」ではない 

胡教授 まずひとつ目の質問。２０５０年の目

標については、あくまでもひとつの見通し、

ひとつの考えとしてこういう提案があるとい

うことで、具体的な目標は出していないので

す。いまから見通しとして考えていることは、

２０５０年の時点では、高度に民主化された、

高度に法制化、法治された社会主義国である

ということをひとつの目標にしています。 

 もちろん、２０５０年の時点で民主的なレベ

ル、あるいは法制、法治化したレベルがどの

程度になっているかについては、何ともわか

らないというのが実情です。これは次の世代

の人たちが、我々よりはるかに知恵があって、

聡明で、わかっていると思います。 

 ふたつ目の質問は、まず概念をはっきりさ

せておく必要があると思います。一党独裁と

いう考え方ですけれども、中国は現実的には

一党独裁ではないのです。確かに過去におい

て一党独裁の時期はありました。これは文化

大革命の時代です。毛沢東が当時、「一面化指

導」という言い方でいっていますが、この時

代は確かに完全な一党独裁でありました。 

 中国の現在の状況は、いわゆる一党独裁と

いうことよりも、一党制から転換しています。
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現在の言い方としましては、一党による指導、

そして多党の協力、そして広範囲における参

加（一党領導、多党合作、広範参与）という

ふうにいえると思います。そして客観的に現

在の中国共産党を評価する場合、中国共産党

そのものは現在、絶えず自己学習をしている

党、そして積極的に開放している政党で、そ

して絶えず変革している政党だということが

いえると思います。 

 ２０年前に鄧小平が小康社会という概念を

提起しましたが、現在の指導者たちがすでに、

調和のとれた社会、平和的な発展、互恵でウ

ィン－ウィンな、ともに発展していくという

「対外開放戦略」概念を提起していること自

体、ひとつの変化だといえます。現在の平和

発展と互恵でともに発展するという概念自体

は、我々学者が提起したものではなく、中国

共産党の発明であります。 

 私は世界じゅう、ほとんどの国を訪問して

おります。その中で全体的な状況でいいます

と、欧米と日本においては共産党を攻撃して

一党独裁ということをいいます。しかし、発

展途上国のほとんどの国においては、彼らは

決してそういうことはいってないばかりでな

く、むしろ我々の制度をうらやましく思って

おります。 

 なぜ発展途上国が我々をうらやましく思っ

ているかといいますと、現代化、近代化を進

めるうえで、こういった発展途上国では、発

展させていくという強烈な意識を持った党が

ないと、いう現実があるからです。強力な推

進力を持って、現代化を実現する政党そのも

のがない。発展途上国というのは遅れている

わけですから、追いつかなくてはいけない。

追っかけていく必要があるために、中国がと

っているこの制度を選択せざるを得ない、と

いうのが現実だと思います。 

 私は、毛沢東から鄧小平、江沢民、そして

現在の胡錦濤が歩んできた道をみますと、共

産党はかつての権力独占から、権力を共有す

る、分けて享受するということになってきて

います。より多くの包容性、受容性を持つよ

うになってきていると思います。現在のこの

制度そのものは、中国にとってはひとつの理

性的な選択であり、現実的な選択であり、か

つ歴史的な選択であると考えております。 

和田正光（日経出身） 安倍首相になりまし

てから中国の首脳とも何回か会談するという

ようになりました。ウィン－ウィンの関係を

築くには非常にいい状況ができつつあると思

いますが、この際、先生が、まだまだこれが

問題だとか、あるいはこういうことがいま大

事なのではないかと思っていることがあれば、

お聞かせください。 

日中首脳対話の制度化を 

胡教授 まず、私は日中関係の専門家ではな

く、経済の専門家であるということを申しあ

げておきたいと思います。 

 現在、中国政府は近隣友好政策を打ち出し

ており、これを外交の首位、一番前に置いて

いるということは、非常に理性的な選択であ

ると思います。 

 先ほど申しあげましたけれども、中国の周

辺の２４の国と経済体のうち、２１の国と経済

体にとって中国はすでに第１～第３の貿易の

相手になっております。日本も含めて、現在、

この２４カ国・地域の共同体の中において、

１人が損をすれば、みんなともに損をする。

みんながお互いに受け入れて協力していけば、

みんながそれによって利益を得る、というこ

とになる状況であります。 

 ２４の周辺の国と地域をみますと、このう

ちで我々にとって一番重要な相手はだれかと

いいますと、これは日本です。なぜかといい

ますと、日本はすでに最大の経済国であり、

最大の貿易相手でもあります。最大の投資国

でもありますし、旅行、いわゆるこういった

入出国の人員数からみても最大の国であるか

らです。 
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 毛沢東時代に国交を回復したときは、友好

を打ち出した関係であったかもしれません。

しかし、現在は利益が優先される。つまり、

我々はお互いに利益が関係している、利益相

関という関係にあります。ですから、中国自

身の利益、中国自身の発展の立場から考えて

も、必ず日本との関係をよくしなければなら

ないと思います。 

 地域の共同利益という視点でみた場合、日

中双方はこの地域の中心であります。また、

同時にこの地域のリーダー国でもあります。

ですから、この地域の公共の資産、財産にと

って責任を持つことが必要です。 

 この地域において、両国はともに貿易、あ

るいはこの地域の発展、安全に対する責任を

負わなければならない。それ以外にもこの地

域における環境問題、エネルギー問題、各種

各様の犯罪問題、あるいは密輸問題などで、

両国はともに成果を出さなくてはいけない。

ですから、我々は全面的に協力したいと考え

ていますし、積極的に協力することも考えて

おります。そして、我々は、ぜひ両国のトッ

プ首脳間の会話を制度化し、かつこういった

情報を提供していく、あるいは公開していく

ことを望んでいます。これが我々の立場であ

ります。 

 

通訳＝井出寧 

文責・編集部 


